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２．経済指標の解説

⑴　全国の経済概況

◇景気判断

　毎回この冒頭欄では内閣府の『月例経済報告』の景気判断を振り返り、過去１年間の景気動向を振

り返っていた。しかし、昨年は年初より広まっていったコロナ禍による経済への景気への影響が明ら

かであり、直近の報告を中心に昨年末の景気動向を確認しておこう。

　１２月の『月例経済報告』は、国内景気について６カ月連続となる「依然として厳しい状況にあるが、

持ち直しの動きがみられる」との基調判断を据え置いている。但し、個別項目では、個人消費の判断

を前月までの「持ち直している」から、「一部に足踏みもみられるが、総じてみれば持ち直している」

に下方修正する一方、輸出は「持ち直している」から「増加している」に上方修正した。

　同報告が公表された１２月２２日時点では、既にコロナ感染「第３波」の襲来が話題になり、消費控え

が懸念されていたものの（GoTo トラベルの一時停止表明はその２日後）、年明け８日からの首都圏

１都３県に限定した緊急事態宣言の再発令までは政府としては予想していなかったのであろう。

　以下、景気の動向をなるべく最近のデータで確認してみたい。

　まず政府のＧＤＰ統計では、昨年７－９月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）の季節調整済み前期比は５．

３％プラスであり、前期比の伸びを年率に直すと実に２２．９％のプラスであった。寄与度を見ると、財

貨・サービスの輸入が大きなマイナスであるものの、財貨・サービスの輸出と民間最終消費支出が大

きなプラスである。前期比が大きく膨らんだのはそれ以前、同年１－３月期、４－６月期の落ち込み

が大きかったことの反動によることは明らかである。「月例経済報告」は経済見通しとして、２０２０年

の実質ＧＤＰの伸びをマイナス５．２％としている。

　しかし、緊急事態宣言の再発令により飲食やレジャーなど、外出を伴うサービスへの支出を控える

動きが広がると、国内総生産（ＧＤＰ）の半分以上を占める個人消費が大きく落ち込むおそれがある。

日経が有力エコノミスト１０人の予測を集計したところ１－３月期の実質国内総生産（ＧＤＰ）は平均

で前期比年率２．４％減となった（日経１月８日付）。
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◇生産は回復足踏み

　『鉱工業生産指数』１１月分速報によれば、１１月の鉱工業生産は９５．２（２０１５年＝１００、季節調整済み）

であった。５月に最低の７８．７に落ち込んで以降、上昇が続いていたが、今回は前月比横ばいになった。

回復の牽引役自動車の６カ月ぶり低下が響いた形だ。全１５業種中９業種が上昇しており、半導体製造

装置など生産用機械工業が６．５％

上昇した。ボイラーなど汎用・業

務用機械工業も４．８％上昇した。

　出荷指数は０．９％低下の９４．０で、

在庫指数は１．１％低下の９４．６。在

庫率指数は１．８％低下の１１１．９だっ

た。

　主要企業の生産計画を調査した

製造工業生産予測調査によると、

１２月が１．１％低下、２１年１月は７．

１％上昇となる。

◇６四半期連続で前年同期割れした経常利益

　資本金１，０００万円以上の営利法人等の仮決算計数をとりまとめた『法人企業統計季報』２０２０年７～

９月期の動向（金融業．保険業を除く）をみれば、売上高は３０９兆２，５２７億円で前年同期比１１．５％減（製

造業１３．２％減、非製造業１０．８％減）で５四半期連続の前年同期割れ、経常利益は１２兆３，９８４億円で同

２８．４％減（２７．１％減、２９．１％減）で６四半期連続の前年同期割れ、設備投資（ソフトウェア投資を含

む）は１０兆８，００６億円で同１０．６％減（１０．３％減、１０．８％減）で２四半期連続の前年同期割れあった。

　それぞれについて増減の寄与度の高い業種をみると、売上高に関して、製造業では、増収の業種は

なく、減収に寄与度が高いのは運送用機械、生産用機械であった。非製造業では、増収に寄与したの

が不動産業、電気業であり、減収では卸売業、小売業、サービス業であった。

　経常利益に関しては、製造業では、増益に寄与度が高い業種が石油・石炭、金属製品であり、減益

は運送用機械、化学であった。非製造業では、増益で電気業、不動産業、減益で運輸業・郵便業、サー

ビス業であった。

　設備投資に関しては、製造業で、

増大に寄与したのは情報通信機械、

石油・石炭、減少では金属製品、

電気機械であった。非製造業では

増大業種が建築業のみであり、減

少寄与はサービス業、物品賃貸業

であった。
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◇業況判断は改善も先行き不安

　『日銀短観』１２月調査から企業の業況認識を見てみよう。企業の景気認識を、景況について「良い」

と回答した企業の占める割合から「悪い」と回答した企業の割合を差し引いた業況判断Ｄ．Ｉ．は、

企業規模計全産業計では－１５であり、前回９月調査に比し１３ポイントも改善した。しかし、次回、今

年３月時点での先行き判断は－１８と３ポイント悪化である。

　企業規模別に見ると、大企業（短観では資本金１０億円以上）は、産業計が－８で１３ポイントの改善、

先行きは－７で１ポイント改善、製造業が－１０で１７ポイント改善、先行き－８で２ポイント改善、非

製造業が－５で７ポイント改善、先行き－６で１ポイント悪化である。大企業は製造業、非製造業と

も新型コロナウイルスの感染拡大を受けて急落した６月調査を底に２四半期連続で改善している。

　中堅企業（同、１億円以上１０億円未満）は、産業計が－１５で１３ポイント改善、先行き－１８で３ポイ

ント悪化、製造業が－１７で１７ポイント改善、先行きも－１７で変わらず、非製造業が－１４で９ポイント

改善、先行き－１７で３ポイント悪化であった。

　中小企業（同、２千万円以上１億円未満）は、産業計が－１８で１３ポイント改善、先行き－２３で５ポ

イント悪化、製造業が－２７で１７ポイント改善、先行き－２６で１ポイント改善、非製造業が－１２で１０ポ

イント改善、先行き－２０で８ポイント悪化であった。

　大企業では、製造業では前回－６１から－１３に４８ポイント改善した自動車、－５５から－２５に３０ポイン

ト改善した鉄鋼が目立つ。非製造業では対個人サービスが－６５から－４３に２２ポイント改善、宿泊・飲

食サービスが－８７から－６６に２１ポイント改善している。先行き予測もそれぞれ７、３、１８、４ポイン

トの改善である。年末GoTo キャンペーンが停止され、年明け８日に１都３県を対象に緊急事態宣言

が再発令される前のことである。

　地域毎の景況はどうか。日銀が３カ月おきに発表する地域経済報告「さくらレポート」は、地域別

の景況感を２０１４年１月以来「回復」か「拡大」で表現してきた。１月１４日発表の今回は、北海道の景

気判断を引き下げた一方、北陸、四国、九州・沖縄の３地域で判断を引き上げた。東北は「厳しい状

態にあるが、持ち直しの動きがみられている」のままであった。引き上げられた地域では、受注回復、

増大の声が拾われている。他方で、感染再拡大と緊急事態宣言の再発出、サービス業からは時短要請

の影響を危惧する声が聞こえる。結局、総括判断としては、「多くの地域で新型コロナウイルス感染

症の影響から「厳しい状態にある」ものの「持ち直しの動きがみられている」としつつ、先行きはに

ついて「改善基調をたどるが、ペースは緩やかなものにとどまる」とまとめている。

　東京商工リサーチ『２０２０年１１月度全国企業倒産状況』によれば、２０２０年１１月度の全国企業倒産

（負債額１，０００万円以上）は、件数が５６９件（前年同月比２１．７％減）、負債総額は１，０２１億１００万円（同

１６．６％減）だった。件数で５カ月連続での前年同月割れ、負債総額で４カ月連続での前年同月割れは、

新型コロナ感染拡大に伴う政府・自治体、金融機関の資金繰り支援策が奏功した証と言えよう。

◇雇用者減の一方でミスマッチによる不足感消えず

　『労働力調査（基本集計）』２０２０年１１月分によれば、就業者数は６，７０７万人、前年同月比５５万人の減少、

８カ月連続の減少となった。主な産業別就業者を前年同月と比べると、｢宿泊業、飲食サービス業｣、

｢製造業｣、｢サービス業（他に分類されないもの）｣ などが減少している。雇用者数は６，０１７万人。前

年同月比２９万人の減少。雇用者は昨年３月まで対前年同月比で８７カ月連続して増加していたところが、
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４月以降減少に転じ、減少が８カ月続いている。また、完全失業者数は１９５万人で前年同月比４４万人

の増加、１０カ月連続の増加になった。完全失業者数１９５万人は前年同月比４４万人の増加であり、１０カ

月連続の増加となった。求職理由別にみると、「自発的な離職（自己都合）」が前年同月比４万人の増

加。「新たに求職」が同１３万人の増加であるのに対し、｢勤め先や事業の都合による離職」が同２０万人

の増加になっている。また、完全失業率（季節調整値）２．９％は前月比０．２ポイントの低下である。

　３カ月毎の集計『労働力調査（詳細集計）』２０２０年７－９月期平均によれば、正規の職員・従業員

は３，５３７万人と前年同期比４５万人の増加，４期連続の増加であったのに対し、非正規の職員・従業員

は２，０６４万人と同１２５万人の減少、３期連続の減少になった。そのため、非正規の職員・従業員の割合

は３６．９％と、３期連続の低下となった。また、失業期間別の状況をみると、完全失業者２２４万人のうち、

「３カ月以上」の者が１２６万人であり、前年同月比２１万人の増加、そのうち「１年以上」の者は５０万人と、

同３万人の減少であった。失業期間１年以上の失業者の数の割合は、１年前の３割弱から２２．７％に落

ちているが、コロナ禍が容易に終息しないと予測されている折、引き続き留意が必要である。

　ちなみに同詳細集計は、「未活用労働」という概念を用いて、就業希望がありながら就業できない者、

もっと就業時間を延ばしたいのに果たせない者の比率をはじき出している。すなわち、失業者、追加

就業希望就業者（就業時間が週３５時間未満で就業時間の追加を希望し可能な者）および潜在労働力人

口（非労働力人口のうち就業を希望し可能な者）の合計を労働力人口と潜在労働力人口の合計で割っ

た「未活用労働指標４（ＵＬ４）」を７．０％（男性５．７％、女性８．７％）とはじき出している。特に女性

に就業希望ないし就業時間の追加希望が大きいことに留意すべきであろう。
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　企業の雇用人員判断を上記日銀短観でみると、「過剰」判断企業数－「不足」判断企業数は、製造

業に関しては企業規模別でも規模計でも４ないし５のプラス、つまり多少過剰感がある。しかし、企

業規模別、産業別、および規模計、全産業計のいずれの項目でも、９月調査時に比しマイナスに変化

している。つまり不足回答が多くなっている。また３月予測はさらにマイナスが増える。上に見たよ

うに、雇用者が対前年同月比で８か月連続で減りながら、マイナス値（不足回答が過剰回答を超える）

ということはミスマッチで人出不足が解消しない、ということであろう。それでも企業が新規学卒者

の採用には慎重である点は留意が必要である。すなわち、２１年度の新卒採用は全規模計で６．１％の減少、

大企業は７．５％削減である。慢性的な人手不足に悩む中小企業は２．０％減と小幅なマイナスに止まって

いる。

　ここで昨年１年間の雇用動向を振り返っておこう。

　まずコロナ禍で休業者が急増した。休業者は、新型コロナの影響で３月に２００万人を超え、４月に

は過去最多の５９７万人に達した。しかし、経済活動の再開に伴い減少し、９月には１９７万人とコロナ禍

前の水準に戻っている。総務省は、雇用調整助成金の拡充により、急増した休業者のうち失業したの

は２～４％程度とみている。

　しかし、同時に、休業に留まらないリストラも行なわれた。東京商工リサーチが１月２１日に配信し

た記事によると、昨年の上場企業の早期・希望退職（退職勧奨や選択定年を含む）は９３社に上った。

前年３５社の２．６倍増であり、リーマン・ショック以降では２００９年（１９１社）に次ぐ高水準となった。募

集人数は、判明した８０社で１８，６３５人を数え、２０１２年（１７，７０５人）を超え、やはり２００９年（２２，９５０人）

に次ぐ水準であった。業種別社数は、アパレル・繊維製品１８社（構成比１９．３％）、自動車関連、電気

機器各１１社（同１１．８％）、外食、小売各７社（同７．５％）、サービス６社（同６．４％）の順であった。今

年は「すでに２２社の実施が判明しており、年度末に向け、新型コロナの影響が大きいＢ to Ｃ業種を

中心に募集企業が高水準で推移するとみられる」。
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　次に、賃金について、『毎月勤労統計調査』１１月分結果速報をみれば、事業所規模５人以上につい

て、基本給や家族手当などの所定内給与が２４５，７７９円で対前年同月比０．１％増、残業代などの所定外給

与が１８，１８４円で同１０．３％減、両者を合わせた「きまって支給する給与」は２６３，９６３円の０．７％減であっ

た。さらに、これにボーナスにあたる特別に支払われた給与１５，１３２円（２２．９％減）を加えた現金給与

総額は２７９，０９５円で同２．２％減となった。所定外給与、ボーナスの下落が著しかったことがわかる。ち

なみに同調査によれば、１１月は、総実労働時間の１３８．４時間は対前年同月比２．５％減に止まるが、所定

内労働時間は１２８．６時間の同２．０％減に止まり、所定外労働時間が９．８時間の同９．３％減であった。

　経団連が１２月２２日に発表した大企業の冬の賞与（ボーナス）の集計結果によれば、加重平均の妥

結額は前年比９％減の８６５，６２１円であった（調査対象は、原則として東証一部上場、従業員５００人以

上、主要２１業種大手２５７社）。前年比マイナスは２０１２年以来の８年ぶり、下落率もリーマン・ショック

翌年０９年の１５％減につぐ過去２番目の大きさだった。下落率の大きさを産業別で見ると、製造業が

７．４８％であるのに対し、非製造業は１２．９４％であった。また、下落率の大きい産業は、商業（百貨店）

３２．８１％、鉄鋼２５．０１％、私鉄２２．６０％、うち民鉄８．９８％、ＪＲ３０．０７％等である。

◇足踏み状態の家計消費

　１１月の生鮮食料を除く物価指数は総合指数が平成２７年を１００として１０１．２、前年同月比０．９％の下落

であった。この下げ幅は２０１０年９月の１．１％下げ以来の大きさである。下落への寄与度で言えば、宿

泊料－３４．４％、灯油１３．９％、ガソリン－９．４％が大きい。前者はGoTo トラベルによる割引が効いた。

食料（酒類を除く）およびエネルギーを除く総合指数（いわゆるコアコア）は同１０１．８で前年同月日
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で０．３％の下落、前月比（同）同水準であった（『消費者物価指数（全国）』１１月分）。

　他方、１１月の２人以上世帯の消費支出は２７８，７１８円、前年同月比で実質１．１％の増加、名目は０．０％

で変わらずであった（『家計調査報告（２人以上世帯）』１１月速報）。家計の消費意欲を示す「消費者

態度指数」（２人以上世帯、季節調整値）は、１２月調査では前月比１．９ポイント低下のの３１．８であり、

４カ月ぶりに前月を下回った。また消費者態度指数を構成する４項目（暮らし向き、収入の増え方、

雇用環境、耐久消費財の買い時判断）がすべて前月を下回ったため、消費者マインドの基調判断は前

月の「依然として厳しいものの、持ち直しの動きが続いている」から「足踏みがみられる」へと下方

修正された（『消費動向調査』１２月分）。

　販売側の統計も見てみよう。『商業動態統計』速報１１月分によると、同月の商業販売額（税込み）

は４４兆２，５３０億円で前年同月比５．９％の減少となった。これを卸売業、小売業別にみると、卸売業は

３１兆６，８３０億円、同８．８の減少、小売業は１２兆５，７００億円、同０．７％の増加となった。１１月分の小売業販

売額を指数化し、季節調整を行ったところ、指数水準は１０１．５となり（２０１５年＝１００）、前月比は２．０％

の下落となった。また後方３カ月移動平均における指数水準は１０２．７となり、前月比の推移をみると、

９月は０．３％の上昇、１０月は１．６％の上昇、１１月は０．６％の低下となった。

　日本百貨店協会の「全国百貨店売上高概況」１１月分によれば、１１月の売上高は４，１７８億円余であ

り、前年同月比（店舗数調整済み）で１４．３％の減、１４カ月連続マイナスとなった。同協会によると、

「月の前半まで回復基調にあったが、中旬から新型コロナ感染症が再度拡大し、高齢層を中心に外出

自粛気運が高まったことで、売上・客数共に大きな影響を受けた」。また、顧客別では、国内市場が

１０．０％減であるのに対し、インバウンドは入国規制の影響から８９．３％減と低水準のまま推移している。

またその影響か「大都市と地方の伸び率格差は５．７ポイントまで縮小した」。

　１１月の住宅着工は、持家は増加したが、貸家および分譲住宅が減少したため、全体で７０，７９８戸と前

年同月比３．７％の減少となった。１７カ月連続の減少である。また、季節調整済年率換算値では前月比

２．３％の増加となった（『建築着工統計調査』１１月）。

◇輸入横ばいも輸出は増加し貿易・サービス収支黒字

　『月例経済報告』によれば、輸出はアジアおよびアメリカ向けが増加し、ＥＵおよびその他地域

向けが持ち直していることで「輸出は、増加している」。ただ、１１月の訪日外客数は９７．７％減である。

輸入は、アジアおよびＥＵからの輸入がおむね横ばいとなっている。アメリカからの輸入も下げ止まっ

ていることから「輸入は、おおむね横ばいとなっている」。また「貿易・サービス収支は、黒字となっ

ている」と報告している。

　財務省が１月１２日に発表した１１月の国際収支状況（速報）でも、１１月は「貿易収支」が黒字に転
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化したことから、「貿易・サービス収支」は前年同月比２，７７５億円増の４，３４５億円と黒字幅を拡大した。

すなわち、「貿易収支」は輸入額の減少が輸出額の減少を上回ったことから、前年同月比６，３６０億円増

え、６，１６１億円と黒字転した。他方、「サービス収支」は「旅行収支」が黒字幅を縮小したこと等から、

前年同月比３，５８５億円の減少のマイナス１，８１６億円となり、赤字に転化した。

　商品別に見ると、輸出は、「商品別」では、鉱物性燃料（前年同月比６４２億円マイナス、同５９．９％減）、

鉄鋼（同４５２億円減、同１８．５％減）、自動車（同３０６億円減、同３．０％減）が大きい。輸入は、「商品別」

では、原粗油（同３，１６９億円減、同５０．２％減）、液化天然ガス（同１，２３８億円減、同３７．１％減）、石炭（同

６２９億円減、同３３．２％）等が大きい。

◇３０年ぶりに１万円超上がった株式市場

　２０２０年の株式市場の動向は予想外の展開を遂げ

た。２万３千円台で始まった日経平均株価がコロ

ナ禍の発生により２、３月と下落の一途を辿った

のは容易に予想できたが、３月１９日の１万６，５５２

円を底に上昇を続け、１２月３０日には２万７４４４円で

引けた。年間で１万円超の上げ幅は３０年ぶりで

あった。コロナ禍は一向に収まらず、飲食、宿泊

行を中心に倒産が増え、非正規雇用から解雇に

遭っているにも拘わらず、株価は上がり続けたの

である。その要因は、各国の財政出動および金融

緩和、そして一旦先にコロナ禍が収束した中国の

市場拡大である。アメリカでは、３月末、２兆ド

ルに上る財政出動第３弾が決まり、日本では６月

に事業規模１１７兆円に及ぶ第２次補正予算が成立した。

　中央銀行による金融資産購入も大きく寄与している。日米欧に中英加豪スイス、スウェーデンを加

えた９中銀の総資産は２０年に３１兆ドルと１年間で４割以上増えた。世界の上場企業の株式時価総額

は１００兆ドル（約１京円）を超え、１年間で約１５兆ドル増えた。わが国に限っても、日本銀行の国債

保有残高は、保有増加額の目処を４月に撤廃したこともあり、２０年には６３兆円増の５４５兆円に上った。

カネ余りの創出である。他方、幅広い株式に投資する上場投資信託（ＥＴＦ）の購入ペースを年６兆

円から最大で年１２兆円に引き上げ、保有ＥＴＦの時価は足元で４７兆円に膨らんだ。これにより年金積

立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）を抜き、実質的に日本株の最大株主になったとみられる（以

上、日経２０２０年１２月３０日）

⑵　山形県の概況

◇持ち直しに手応え

　１２月の『山形県経済動向月例報告』は、１０月の経済指標に基づきながら、「本県の経済は「新型コ

ロナウイルス感染症の影響で、依然、厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみられる」との総
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括判断を示している。１１月分との違いは、持ち直しに冠した「一部に」という語句を削っただけで

あるが、雇用情勢の判断を維持する一方、鉱工業生産に関して、「持ち直しの動きもみられていたが、

足踏み感もみられ、依然、低い水準にある」という消極的な表現から「依然、低い水準にあるものの、

持ち直しの動きがみられる」へと引上げられ、個人消費に関しては、「持ち直しの動きがみられる」

から断定調の「持ち直している」に引上げている。以下、改善した鉱工業生産と個人消費を中心に本

県経済を概観してみよう。

◇改善していた業況判断

　生産の動向を鉱工業生産指数（２０１０年＝１００）

でみると、１０月の季節調整済み９７．９は、前月比で

７．０％の上昇、２カ月連続の上昇であった。他方、

原指数１００．４は前年同月と比べ５．０％の下落、９カ

月連続の下落であった。業種別にみると、汎用・

生産用・業務用機械工業、電子部品・デバイス工

業など１５業種が上昇し、情報通信機械工業、その

他製品工業など７業種で下落した（『山形県鉱工業指数』１０月速報）。

　他方、日銀山形事務所の『山形県企業短期経済観測調査結果』１２月調査、いわゆる短観をみると、

業況判断Ｄ．Ｉ．は製造業、非製造業、全産業計がそれぞれ－２５、－６、－１５であり、前回９月調査

に比し２０ポイント以上改善した。製造業では、電気機械や輸送用機械、汎用・生産用・業務用機械が、

非製造業では卸・小売や情報通信、対事業所サービス、宿泊・飲食・対個人サービスなど多くの業種

で改善した。３カ月後についてはそれぞれ＋５、－２、１とさほど変わらない。全国版と同様、回答

期間が１１月１１日から１２月１１日と GoTo トラベルが運用停止される前であることも大きい。

　２０２０年度の経常利益計画は、製造業、非製造業、全産業計それぞれ前年度比４３．２％、５５．５％、

４６．４％の減益計画であり、前回調査に比し、製造業では上方の、非製造業で下方の修正がなされてい

る。他方、設備投資計画は、上記セクターそれぞれ対前年度比３．３、５．６％、４．３％の減少計画であり、

前回調査に比し、やはり製造業で上方の、非製造業で下方の修正がなされた。
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◇新規求人減るも有効求人累増――ミスマッチ顕著な雇用情勢

　１１月の新規求人数［パートタイムを含む全数］（原数値）７，３３６人は前年同月比１２．９％減であり、２３

カ月連続の減少となった。主な産業別では、建設業（前年同月比１２．９％増）で増加し、製造業（同

１１．３％減）、運輸業・郵便業（同２５．２％減）、卸売業・小売業（同１０．１％減）、宿泊業・飲食サービス

業（同３１．１％減）、サービス業（同０．７％減）で減少した。正社員に係る新規求人数は３，１６８人で、対

前年同月比１５．３％減少となり、新規求人数に占める割合は４３．２％であり、前年同月に比べ１．２ポイン

ト下回った。新規求人と前月から繰り越された求人を併せた有効求人数 [ 季節調整値 ] は２０，３３１人で、

前月比４．３％増と２カ月連続の増加となった。

　１１月の新規求職申込件数［パートタイムを含む全数］（原数値）は３，７５９件で、前年同月比７．３％減

となり、５カ月連続で減少した。有効求職者数 [ 季節調整値 ] は、１９，１８４人で、前月に比べ３．３％増

となり、７カ月連続の増加となった。

　結果として、有効求人倍率 [ 季節調整値 ] は１．０６倍となり、前月を０．０１ポイント上回った。正社員

に係る有効求人倍率（原数値）は、０．８４倍で、前年同月を０．２９ポイント下回った（以上、山形労働局

『最近の雇用情勢について』２０２０年１１月）。

　先の、日銀山形事務所の１２月短観でも雇用人員判断は、製造業－２、非製造業－３３、全産業計－１８

であった。前回９月調査時点で予測された以上にマイナス幅（人手不足）が拡大している。

　１０月の給与について、規模５人以上では、所定内給与２１２，７８３円（前年同月比２．４％減）、超過労働

給与１３，８１９円、両者を合わせた「きまって支給する給与」は２２６，６０２円（同２．８％減）であり、特別給

与９２０円（同３６１円減）を加えた現金給与総額は２２７，５２２円（同３．０％減）であった（『毎月勤労統計調

査地方調査結果』山形２０年１０月速報版）。
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◇全国計に比し堅調な東北、百貨店に比し堅調な大型店

　１１月の管内（東北６県）百貨店・スーパーについて、全店ベース（百貨店１６店舗、スーパー５５７店舗、

計５７３店舗）で見れば、両業態計の販売額は１，０７９億円（前年同月比０．１％減）、百貨店は１４２億円（１３．９％

減）、スーパー９３６億円（２．５％増）であった。商品別にみると、衣料品同２２．４％減、身の回り品５．１％

減、飲食料品４．０％増、家具・家電・家庭用品３．２％増、その他の商品４．０％減であった。既存店でみ

ると、両業態計で対前年同月比同０．８％増、百貨店６．３％減、スーパー２．１％増であった（東北産業局『東

北地域百貨店．スーパー販売額動向』１１月分速報）。

　『東北地域コンビニエンスストア、専門量販店販売額動向』によれば、１１月のコンビニエンススト

アの商品販売額およびサービス売上高は６４９億円（前年同月比２．６減）、家電大型専門店販売額１９６億円

（２４．３％増）、ドラッグストア販売額は４１６億円（１４．０％増）、またホームセンター販売額は２５４億円（４．９％

増）であった。

　昨年の、東北管内における新車新規登録・届出台数は、４年ぶりに４０万台に届かない３５７，２４４台（対

前年比１１．９％減）であり、東北大震災のあった２０１１年を下回った。２年連続の減少である。内訳は登

録自動車〔乗用車（普通車＋小型車）＋貨物＋その他〕２０８，１７３台（同１３．４％減）、。軽自動車１４５，７５６

台（同１０．１％減）、小型二輪車３，３１５台（同０．７％増）である（『東北運輸局管内の新車新規登録・届出

台数（令和２年分速報値）』）。１月１９日付の河北新報は「１９年１０月の消費税増税や台風１９号による消

費意欲の減退で低水準で推移していたところに新型コロナが重なり、回復しなかった」との運輸局担

当者の発言を引用している。

　１１月の山形県内の新設住宅着工戸数は３８０戸（対前年同月比２０．８％減）であった。利用関係別にみると、

持ち家１０．８％増、貸家５８．７％減、分譲住宅１３．６％減であった（山形県『新設住宅着工統計について』

２０年１１月）。　
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◇まとめ

　以上、全国経済および山形経済に関する最新のデータを確認してきた。いずれも３月４月の大きな

落ち込みから持ち直しの動きが確認された。もちろん、ここで用いた統計はいずれも１２月末の GoTo

キャンペーン停止以前の調査であった。それにしても、製造業を中心に売上、収益、設備投資を拡大

させる方向に動いていた。

　問題はその持ち直しにばらつきがあることである。産業別には、中国市場のいち早い回復も見せて

いたものの、まさにコロナ禍で感染危険性の高い対人サービス部門は営業自粛を迫られたり、時短を

求められたりして、売上が以前の７－９割減であることも珍しくなかった。また雇用に関しては、雇

用形態では、非正規雇用の数が大きく減っていた。また産業別でも、宿泊業、飲食サービス業および

他に分類されないサービス業など、など雇用者を大きく減らした産業がある一方で、テレワークや巣

篭もりの影響か、不動産業・物品賃貸業、情報通信業あるいは生活関連サービス業・娯楽業のように

就業者が増えている業種もあった。

　しかし、業績が回復しつつある産業もこのまま一直線に回復するわけではない。たとえ、中国市場

の拡大が続いたとしても、日本国内で緊急事態宣言や宣言発令前の自粛要請によって通勤、通学、あ

るいは休息、休暇といった仕事と生活の様々な面での一人一人の行動が抑えられたままでは国内市場

の回復に限界がある。今や個人消費はＧＤＰの５割を超えているからである。

　したがって、雇用調整助成金の充実・継続によって失業者の排出を抑えるのは当然として、コロナ

禍で収入が著しく落ち込んだ人々への漏れのない給付や相対的に低位に位置づけられてきた職種の賃

金底上げ等によって消費マインドの維持・喚起に努める必要がある。

　国内市場への「底支え」がない限り、日本経済の持ち直しも長続きしないことに留意すべきであろう。

� 安田　　均（山形大学人文社会科学部）


